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第１ 請負 

１ 仕事が完成しなかった場合の報酬請求権・費用償還請求権 

仕事が完成しなかった場合の報酬請求権・費用償還請求権について、次のよ

うな規律を設けるものとする。 

(1) 仕事を完成することができなくなった場合であっても、既にした仕事の成

果が可分であり、かつ、その給付を受けることについて注文者が利益を有す

るときは、請負人は、既にした仕事の報酬及びその中に含まれていない費用

を請求することができる。 

(2) 上記(1)の場合において、解除権の行使は、上記(1)の報酬又は費用の請求

を妨げない。 

(3) 契約の趣旨に照らして注文者の責めに帰すべき事由によって仕事を完成す

ることができなくなったときは、請負人は、報酬及びその中に含まれていな

い費用を請求することができる。この場合において、請負人は、自己の債務

を免れたことにより利益を得たときは、それを注文者に償還しなければなら

ない。 

 

○中間試案第４０、１「仕事が完成しなかった場合の報酬請求権・費用償還請求権」

(1) 請負人が仕事を完成することができなくなった場合であっても、次のいずれか

に該当するときは、請負人は、既にした仕事の報酬及びその中に含まれていない

費用を請求することができるものとする。 

ア 既にした仕事の成果が可分であり、かつ、その給付を受けることについて注

文者が利益を有するとき 

イ 請負人が仕事を完成することができなくなったことが、請負人が仕事を完成

するために必要な行為を注文者がしなかったことによるものであるとき 

(2) 解除権の行使は、上記(1)の報酬又は費用の請求を妨げないものとする。 

(3) 請負人が仕事を完成することができなくなった場合であっても、それが契約の

趣旨に照らして注文者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、請負人は、

反対給付の請求をすることができるものとする。この場合において、請負人は、

自己の債務を免れたことにより利益を得たときは、それを注文者に償還しなけれ

ばならないものとする。 

（注）上記(1)イについては、規定を設けないという考え方がある。 

 

（説明） 

１ 問題の所在 

(1) 請負契約において、仕事が完成しなかった場合に、請負人が注文者に対して報酬や

報酬に含まれていない費用を請求することができるか否かについて、現行法は明文の

規定を置いていない。 

請負は、仕事の結果に対して報酬が支払われる契約であるため、請負人が報酬を請
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求するには仕事を完成させることが必要であり、請負人が途中まで仕事をしたとして

も、仕事を完成させていない以上、報酬を請求することができないのが原則である（民

法第６３２条）。しかし、常に請負人が全く報酬を請求することができないというのは

不合理であり、仕事の進捗状況や、仕事が完成しなかった事情によっては、報酬の全

部又は一部の請求を認めるべきであると考えられる。 

(2) まず、仕事が未完成の間にその完成が不能となった場合でも、仕事の一部が既に履

行されており、履行された部分が独立して注文者の利益になる場合には、この既履行

部分について報酬請求を認めることが合理的であると考えられる。また、仕事の完成

は可能であるものの、履行遅滞による解除（民法第５４１条）や注文者による解除（同

法第６４１条）がされた場合にも、仕事の完成が不能となった場合と同様に、既履行

部分についての報酬請求を認めるべきである。判例は、仕事の一部が既に履行された

後、請負契約が解除された場合において、既に行われた仕事の成果が可分であり、か

つ、注文者が既履行部分の給付を受けることに利益を有するときは、特段の事情がな

い限り、既履行部分について請負契約を解除することはできないとし、既履行部分に

ついての報酬請求を認めている（最判昭和５６年２月１７日判時９９６号６１頁、大

判昭和７年４月３０日民集１１巻８号７８０頁）。そして、この結論は、学説上も一般

的に支持されている。もっとも、前述のとおり、請負においては仕事を完成させるま

では報酬を請求することができないのが原則であり、現行法の下では、仕事が完成し

なかった場合における報酬請求権の根拠となり得る規定は存在しない。そこで、上記

の判例法理を明文化し、仕事が完成しなかった場合における報酬及び費用の請求権の

発生根拠となる規定を新たに設ける必要がある。 

(3) また、契約の趣旨に照らして注文者の責めに帰すべき事由によって仕事を完成する

ことができなくなった場合については、伝統的な考え方によれば、危険負担に関する

民法第５３６条第２項が適用され、請負人は報酬を請求することができると理解され

ている。判例も、注文者の責めに帰すべき事由によって仕事の完成ができなくなった

場合には、請負人は、自己の仕事完成義務を免れるが、同項によって報酬を請求する

ことができ、この場合に請求することができる報酬は約定の請負代金全額であるとし

ている（最判昭和５２年２月２２日民集３１巻１号７９頁）。判例の結論は妥当なもの

として一般的に支持されているものの、民法が第５３４条以下で規定する危険負担は

双務的な関係に立つ債権のうちの一方を履行することができなくなった場合に他方が

消滅するかどうかという問題を扱うものと解されており、請負契約においては仕事が

完成しない限り請負人の報酬請求権は発生していないと解すべきであるから、仕事を

完成することができなくなった場合の報酬請求権の可否について危険負担に関する規

律である同項を適用するのは適当ではないと考えられる。同項の「反対給付を失わな

い」という文言からも、既に発生した反対給付請求権の帰趨について規定していると

解され、発生していない報酬請求権を発生させる根拠になり得るかについては疑問が

あるとの指摘もある。 

そこで、注文者の帰責事由により仕事を完成することができなくなった場合につい

ては、民法第５３６条第２項の実質を維持しつつ、同項とは別に、報酬及び費用の請
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求権の発生根拠となる規定を新たに設ける必要があると考えられる。 

２ 改正の内容 

(1) 素案(1)について 

ア 素案(1)は、仕事を完成することができなくなった場合に、仕事の成果が可分であ

り、その給付を受けることについて注文者が利益を有するときは、既履行部分につ

いて請負人が報酬等の請求権を有する旨を定めるものである。「仕事を完成すること

ができなくなった場合」には、仕事が未完成の間にその完成が不能となった場合の

ほか、履行遅滞による解除（民法第５４１条）や注文者による解除（同法第６４１

条）がされた場合が含まれる。 

請負人が注文者に対して請求することができるのは、既履行部分に相当する報酬

及びその中に含まれていない費用である。報酬に含まれない費用とは、例えば、材

料費などの実費を報酬額に含めずに別途請求する約定であった場合の実費などを指

す。そして、素案(1)によって請負人が請求することのできる費用の範囲は、既履行

部分に対応する部分と考えられる。なぜならば、注文者は給付を受けた既履行部分

の限度で利益を得ていることから、請負人が請求することができる費用も既履行部

分に対応する限度とすることが妥当であるからである。したがって、請負人が未履

行部分の仕事をするためにあらかじめ費用を支出していたとしても、その費用につ

いては注文者に請求することはできないと考えられる。 

請負人が請求することのできる報酬の具体的な金額については、これまでの判例

における計算方法が参考になると考えられる。例えば、前記昭和５６年最判や、東

京高判昭和４６年２月２５日判時６２４号４２頁では、予定された仕事全体に占め

る既履行部分の割合を認定し、その割合を約定の報酬額に乗じて報酬額を算出して

いる。 

イ なお、中間試案においては、注文者の支配領域内において生じたリスクによって

仕事の完成が不能となった場合には、注文者に帰責事由がなくても、注文者がその

リスクを負うのが当事者間の公平にかなうという観点から、請負人が仕事を完成す

ることができなくなったことが、請負人が仕事を完成するために必要な行為を注文

者がしなかったことによるものであるときにも、請負人は、既にした仕事の報酬及

びその中に含まれていない費用を請求することができるものとする規律を置くこと

が提案されていた（中間試案第４０、１(1)イ）。 

しかし、パブリック・コメントに寄せられた意見の中には、仕事の完成が不能と

なったことについて注文者に帰責事由がなく、かつ、既履行部分の給付を受けるこ

とについて注文者に利益がない場合にまで請負人に報酬請求権を認めるのは、必ず

しも合理的ではなく、適切なリスクの分配とは言い難いとの指摘があり、中間試案

の考え方に対する異論もみられる。他にも、中間試案の「必要な行為を注文者がし

なかった」という表現は注文者の支配領域という趣旨を適切に表現できていない、

具体的にどのような場合を指すのかが不明確であり、実務上混乱を招くおそれがあ

るといった指摘や、現状を維持しても特約や保険の利用によって妥当な結論を導く

ことは可能であるとの指摘がある。これらの指摘などを踏まえ、この論点について
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は取り上げないこととした。 

(2) 素案(2)について 

素案(1)の「仕事を完成することができなくなった場合」のうち、仕事の完成が不能

となった場合には、注文者は債務不履行による契約の解除をすることができる（債務

不履行による解除の要件として債務者の帰責事由の有無を問題としない考え方につい

て、部会資料６８Ａ第３、１参照）。請負契約が解除された場合に、各当事者は原状回

復義務を負う（民法第５４５条第１項）が、これによって素案(1)に規定した報酬等の

請求をすることができないとすれば、素案(1)の規律の趣旨に反することとなる。そこ

で、そのような解釈を否定し、解除によって請負人の報酬又は費用の請求が妨げられ

ることはないことを明らかにしておく必要がある。 

なお、判例は、既にした仕事の成果が可分であり、かつ、その給付を受けることに

ついて注文者が利益を有するときは、既履行部分を解除することができないとしてい

る（前記昭和５６年最判、前記昭和７年大判）。素案(1)及び(2)は、この判例と実質的

に同じ結論を定めるものである。 

(3) 素案(3)について 

素案(3)は、契約の趣旨に照らして仕事を完成することができなくなったのが注文者

の責めに帰すべき事由による場合について、実質的に民法第５３６条第２項の趣旨を

維持しつつ、同項とは別に、報酬請求権の発生根拠となる規定を設けるものであり、

請負人は約定の報酬全額を請求することができることとしている。 

 

２ 仕事の目的物が契約の趣旨に適合しない場合の請負人の責任 

(1) 仕事の目的物が契約の趣旨に適合しない場合の修補請求権の限界（民法第

６３４条第１項関係） 

民法第６３４条第１項の規律を次のように改めるものとする。 

仕事の目的物が契約の趣旨に適合しないものであるときは、注文者は、請

負人に対し、相当の期間を定めて、その修補の請求をすることができる。た

だし、契約の趣旨に照らしてその修補の履行が不能であるときは、この限り

でない。 

 

○中間試案第４０、２(1)「仕事の目的物が契約の趣旨に適合しない場合の修補請求

権の限界（民法第６３４条第１項関係）」 

民法第６３４条第１項の規律を次のように改めるものとする。 

仕事の目的物が契約の趣旨に適合しない場合には、注文者は、請負人に対し、相

当の期間を定めて、その修補の請求をすることができるものとする。ただし、修補

請求権について履行請求権の限界事由があるときは、この限りでないものとする。

 

（説明） 

１ 現行の規定及び問題の所在 

民法第６３４条第１項は、仕事の目的物に瑕疵があるときに、注文者に瑕疵の修補請
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求権があることを定めており、同項ただし書は、瑕疵の修補を請求することができない

場合について規定している。同項ただし書の具体的な要件は、①仕事の目的物の瑕疵が

重要でないことと、②修補に過分の費用を要することであり、②の「過分の費用を要す

る」という要件を満たすかどうかは、修補のために請負人が負担しなければならない費

用と、修補によって注文者に生ずる利益とを比較して判断するものと理解されている。

もっとも、履行請求権一般について、履行が物理的には可能であるとしても、過大な費

用を要する場合には、履行が法律上不能と評価されることがあると理解されており、同

項ただし書の「過分の費用」の程度について、履行請求権一般と別異に解する理由はな

い。したがって、②の要件を満たせば、通常は、それだけで瑕疵の修補を請求すること

はできない場合に該当すると解される。 

そうすると、民法第６３４条第１項ただし書の意義は、履行請求権の一般原則によっ

て修補請求をすることができないとされる場面を①の要件によって限定し、①に該当し

ない場合（瑕疵が重要である場合）には、修補に過分の費用を要するときであっても修

補請求を認めることとする点にあるということになる。しかし、請負の場合に履行請求

権の一般原則よりも重い修補義務を課すことは必ずしも合理的であるとは考えられない。

パブリック・コメントの手続に寄せられた意見においても、現行法の規律は請負人に過

大な義務を負わせるものであって妥当ではなく、修補義務についても履行請求権の一般

原則と同様の規律とするのが合理的であるとの指摘がある。 

なお、パブリック・コメントの手続に寄せられた意見の中には、素案(1)の規律を設け

た場合には、瑕疵が軽微で修補が容易な場合に修補義務を負うのに対し、瑕疵が重大で

大がかりな修補を要する場合には修補義務を免れることとなって不均衡であるとの指摘

があった。もっとも、瑕疵が重大であれば修補による注文者の利益も大きく、必ずしも

多額の修補費用が「過分」と評価されるとは限らないし、瑕疵が重大で過分の費用を要

する場合に請負人が修補義務を免れるとしても、契約の解除や損害賠償によって注文者

の適切な救済を図ることは可能であるから、必ずしも不均衡であるとは言えないと考え

られる。 

以上を踏まえると、民法第６３４条第１項ただし書を改め、仕事の目的物が契約の趣

旨に適合しない場合の修補請求権の限界について、履行請求権の一般原則と同様の規律

とする必要があると考えられる。 

２ 改正の内容 

素案は、民法第６３４条第１項ただし書の規律を改め、仕事の目的物が契約の趣旨に

適合しない場合の修補請求権について、修補の履行が不能であるときは、請負人に修補

義務を課さないこととするものである。素案の「仕事の目的物が契約の趣旨に適合しな

い場合」という部分は、「瑕疵」という文言を用いずにその一般的な解釈を書き下したも

のであり、同項本文の実質を維持するものである。 

 

(2) 仕事の目的物が契約の趣旨に適合しないことを理由とする解除（民法第６

３５条関係） 

民法第６３５条を削除するものとする。 
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○中間試案第４０、２(2)「仕事の目的物が契約の趣旨に適合しないことを理由とす

る解除（民法第６３５条関係）」 

民法第６３５条を削除するものとする。 

 

（説明） 

１ 現行の規定及び問題の所在 

(1) 民法第６３５条本文について 

民法第６３５条本文は、仕事の目的物に瑕疵があって、そのために契約の目的を達

することができない場合に、注文者は契約の解除をすることができることを規定して

いる。そして、伝統的な考え方によれば、この規定は、解除を制限し、請負人に無過

失責任を課す点で、債務不履行の特則であると同時に、売買の瑕疵担保責任（同法第

５５９条で有償契約に準用）の特則でもあると理解されている。 

もっとも、仕事の目的物に瑕疵があることは債務不履行の一場面であることから、

契約の解除の一般原則において、債務不履行による解除には債務者の帰責事由が必要

であるとする考え方を採らずに、債務不履行による解除の要件として債務者の帰責事

由の有無を問題としない考え方を採ることとした場合には、民法第６３５条本文と、

契約の解除の一般原則における規律の内容が重複し、同条本文の特則としての意義は

失われることになる。 

そこで、仕事の目的物が契約の趣旨に適合しないために契約の目的を達することが

できない場合の解除については、債務不履行による契約の解除に関する一般的な規律

に委ねれば足り、民法第６３５条本文は不要であると考えられる。 

(2) 民法第６３５条ただし書について 

ア 民法第６３５条ただし書は、仕事の目的物が土地の工作物である場合には、瑕疵

があるために契約の目的を達することができないときであっても解除することがで

きないとしている。同条ただし書は、土地工作物を目的とする請負において解除を

認めると、請負人はその工作物を除去しなければならず、請負人にとって過大な負

担となることや、何らかの価値がある土地工作物が除去されれば、社会経済的な損

失も大きいことを根拠とすると理解されている。 

もっとも、民法第６３５条ただし書は、資源が乏しかった立法当時の社会経済事

情を背景に、経済的に価値のあるものはできる限り維持すべきであって破壊すべき

ではないとの考えに基づいて規定されたものであり、土地工作物に重大な瑕疵が存

在する場合であっても、なおその土地工作物には何らかの利用価値があるという認

識が前提となっていた。すなわち、瑕疵のために土地工作物が全く無価値であると

いう事態は想定されていなかった。そうすると、重大な瑕疵のために全く利用価値

がない土地工作物については、同条ただし書の趣旨はあてはまらず、その適用を排

除すべきであると考えられる。 

判例は、建築請負の目的物に重大な瑕疵があるために建て替えざるを得ない場合

には、注文者は建替費用相当額の損害賠償を請求することができるとしている（最
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判平成１４年９月２４日判時１８０１号７７頁）。この判例は、建物を収去すること

を前提としており、瑕疵の程度によっては解除を認めた場合と同様の負担を請負人

が負うべき場合があることを認めている。もっとも、請負人が建築した建物に重大

な瑕疵があって建て替えるほかはない場合に、最終的に建物を収去することを前提

に建替費用相当額の損害賠償請求を認めるのであれば、端的に解除そのものを認め

るべきであるとも考えられる。 

イ 前記平成１４年最判は、請負人が建築した建物に重大な瑕疵があって建て替える

ほかはない場合について判断したものであるから、その射程は、土地の工作物に重

大な瑕疵があるものの、なお何らかの利用価値がある場合には及ばず、このような

場合に民法第６３５条ただし書を形式的に適用すれば、解除は認められないという

ことになる。 

もっとも、何らかの利用価値はあるとしても、契約の目的を達成することができ

ないほど重大な瑕疵がある土地工作物について、社会経済的な損失を理由に解除を

否定することは必ずしも合理的ではないと考えられる。この場合にも解除を否定す

る考え方は、完成した土地工作物によって契約目的を達成することができなくても、

その土地工作物に何らかの利用価値があるのであれば、それを収去せずに利用する

方が社会経済的な利益になることを前提としている。しかし、契約目的を達成する

ことができない土地工作物について、注文者が当初の契約目的とは異なる目的で使

用するか、あるいは土地工作物の利用を希望する第三者を見つけて利用させるなど

して、その価値を適切に活用するのは容易ではなく、仮に可能であるとしても、そ

れは注文者に過大な負担を強いるものである。そうすると、仮に解除を制限し、土

地工作物を収去せずに維持したとしても、その価値が有効に活用されることを期待

することは必ずしも現実的ではない。特に、注文者が専門家ではない住宅建設の分

野においては、土地工作物に契約の目的を達成することができないほどの重大な瑕

疵が存在している場合に、注文者がその利用価値を適切に活用することは極めて困

難であり、土地工作物を存続させておくのが有益であるとの想定は妥当しないと考

えられる。他方、土地工作物を除去することは請負人にとって大きな負担ではある

が、重大な瑕疵のある土地工作物を作った以上、その負担を負うこともやむを得な

いと考えられる。 

ウ 以上に述べたとおり、土地工作物を収去することの社会経済的な損失は小さくは

ないが、瑕疵がある土地工作物を活用する手段を持つとは限らない注文者に対し、

社会経済的な利益を理由に過大な負担を負わせるのは公平ではなく、また、仮に解

除を否定して土地工作物を維持したとしても、必ずしもその土地工作物が利用され、

社会経済的な利益が得られるとは限らない。そうであるならば、仕事の目的物が土

地工作物である場合であっても、瑕疵のために契約の目的を達成することができな

い場合には、解除の一般原則に従って解除を認めるべきである。 

２ 改正の内容 

素案(2)は、上記を踏まえ、民法第６３５条を削除することとするものである。 
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３ 注文者についての破産手続の開始による解除（民法第６４２条関係） 

民法第６４２条第１項前段の規律を、次のように改めるものとする。 

(1) 注文者が破産手続開始の決定を受けたときは、破産管財人は、契約の解除

をすることができる。 

(2) 上記(1)に規定する場合には、請負人は、仕事を完成しない間に限り、契約

の解除をすることができる。 

 

○中間試案第４０、３「注文者についての破産手続の開始による解除（民法第６４

２条関係）」 

民法第６４２条第１項前段の規律のうち請負人の解除権に関する部分を改め、注

文者が破産手続開始の決定を受けたときは、請負人が仕事を完成しない間は、請負

人は契約の解除をすることができるものとする。 

 

（説明） 

１ 現行の規定及び問題の所在 

報酬の支払は、仕事の目的物の引渡しと同時履行の関係とされており、仕事の完成は

報酬の支払に対して先履行とされている（民法第６３３条）。そのため、請負人は、注文

者が破産手続開始の決定を受け、報酬の支払が危殆化した場合であっても、なお仕事を

続け、これを完成させない限り、報酬を請求することはできないのが原則である。しか

し、それでは請負人が多額の損害を受けるおそれがあることから、同法第６４２条第１

項前段は、請負人を保護するため、破産管財人のみならず請負人にも解除権を与えてい

る。 

もっとも、民法第６４２条第１項前段が上記のような趣旨に基づく規定であることか

らすると、注文者が破産手続開始の決定を受けた時点において、仕事が既に完成してい

る場合にまで、請負人に解除を認める必要はないと考えられる。なぜならば、仕事が既

に完成し、引渡しだけが未了の場合における請負人は、もはや仕事を継続する必要はな

く、上記の趣旨は妥当しないからである。また、仕事が既に完成し、引渡しだけが未了

の場合は、売買契約において双方の債務の履行が未了の場合と状況が類似しているが、

双方未履行の売買契約において買主が破産手続開始の決定を受けた場合には、破産法第

５３条第１項により買主の破産管財人にのみ解除権が認められ、売主には解除権が認め

られないこととの均衡からしても、仕事の完成後にまで請負人に解除権を認める必要は

ないと考えられる。 

２ 改正の内容 

素案は、民法第６４２条第１項前段の規律を改め、注文者が破産手続開始の決定を受

けた場合に請負人が契約の解除をすることができるのは、請負人が仕事を完成しない間

に限るとするものである。 

なお、破産管財人の解除権については現状を変更していない。注文者が破産手続開始

の決定を受けた場合における破産管財人の解除権については、民法第６４２条が破産法
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第５３条の特則であり、民法第６４２条のみが適用されると解されていることから、素

案の規律と破産法第５３条の関係も同様に解されることになる。 

契約が解除された場合には、請負人は既にした仕事の報酬及びその中に含まれていな

い費用の請求権を破産債権として行使することができる（民法第６４２条第１項後段）。

そして、既にされた仕事の結果は注文者の破産財団に帰属すると考えられる（最判昭和

５３年６月２３日金融法務事情８７５号２９頁）。 

 

第２ 委任 

１ 受任者の自己執行義務 

受任者の自己執行義務について、次のような規律を設けるものとする。 

(1) 受任者は、委任者の許諾を得たとき、又はやむを得ない事由があるときで

なければ、復受任者を選任することができない。 

(2) 代理権の授与を伴う復委任において、復受任者は、委任者に対して、その

権限の範囲内において、受任者と同一の権利を有し、義務を負う。 

 

○中間試案第４１、１「受任者の自己執行義務」 

(1) 受任者は、委任者の許諾を得たとき、又はやむを得ない事由があるときでなけ

れば、復受任者を選任することができないものとする。 

(2) 代理権の授与を伴う復委任において、復受任者は、委任者に対し、その権限の

範囲内において、受任者と同一の権利を有し、義務を負うものとする。 

（注）上記(1)については、「許諾を得たとき、又は復受任者を選任することが契約

の趣旨に照らして相当であると認められるとき」に復受任者を選任することがで

きるものとするという考え方がある。 

 

（説明） 

１ 素案(1)について 

(1) 問題の所在 

ア 受任者が復受任者を選任することができるか、また、できるとして、どのような

要件の下で復受任者を選任することができるかについて、現行法は明文の規定を置

いていない。 

委任契約は、当事者間の信頼を基礎とする契約であることから、受任者は原則と

して自ら事務を処理すべき義務（自己執行義務）を負うものと解されている。もっ

とも、委任者の許諾を得た場合や、他人に事務処理を任せなければ事務処理が停滞

し、かえってその委任契約の趣旨に反する結果になるおそれがある場合など、一定

の場合においては復受任者を選任することができると考えられる。 

復受任者の選任が認められる要件については、一般に、復代理に関する民法第１

０４条が類推適用されると理解されている。しかし、復代理の有効性は、復代理人

が第三者との間でした法律行為の効果が本人に及ぶかという外部関係に関する問題

であるのに対し、復委任の有効性は、復受任者に事務を処理させることが委任者に
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対する債務不履行となるかどうかや、復受任者が委任者に対してどのような権利義

務を有するかという内部関係に関する問題であるため、復委任の有効性は、代理権

授与の有無にかかわらず問題となる。そこで、復受任者の選任が認められる要件に

ついては、復代理の要件に関する規定とは別に、復委任の内部関係に関する規律と

して委任の箇所に設けるべきである。 

イ 復受任者の選任が認められる要件について、学説上は、代理権の授与を伴わない

委任における復受任者の選任についても、民法第１０４条を類推適用すべきである

とする見解が有力である。同条の類推適用によれば、委任者の許諾を得た場合又は

やむを得ない事由がある場合に、受任者は復受任者を選任することができることと

なる。そして、この場合の「やむを得ない事由があるとき」とは、一般的に、委任

者の許諾を得るか、委任者に依頼して他の者に委任してもらうなどの措置を取って

いてはその委任契約の趣旨に反する事情がある場合を指すと理解されている。 

もっとも、このような考え方に対しては、復受任者の選任が許される場合を限定

しすぎているとの指摘がある。すなわち、分業が進んだ今日の取引社会においては、

受任者が復受任者を柔軟に選任して委任事務を遂行することにより、委任契約の趣

旨により適合した委任事務の処理が可能になり、委任者にとって利益になることも

考えられることから、復委任が認められる要件をより緩和すべきであるとの指摘が

ある。このような立場から、復委任の要件は、民法第１０４条の「やむを得ない事

由があるとき」とは異なり、「復受任者を選任することが契約の趣旨に照らして相当

であると認められるとき」とすべきであるという考え方が示されている（中間試案

第４１、１の（注）の考え方）。しかし、パブリック・コメントの手続に寄せられた

意見の中には、復受任者を選任する必要性があれば委任者の許諾を得れば足り、許

諾を得なくても復受任者を選任することができる要件としては「やむを得ない事由

があるとき」で十分であり、要件をさらに緩和する必要性に乏しいとの指摘や、「契

約の趣旨に照らして相当であると認められるとき」が具体的にどのような場合を指

すのかが不明確であるとの指摘があった。これらの意見等を踏まえ、復委任が認め

られる要件を同条よりも緩和する考え方を採らないこととした。 

(2) 改正の内容 

素案(1)は、上記を踏まえ、復受任者の選任が認められる要件について、民法第１０

４条と同様の規律を委任の箇所に新たに設けるものである。同条とは別に素案(1)の規

定を設けたとしても、同条は復受任者による代理行為の効果という外部関係について

の規定として、なお維持する必要がある。 

２ 素案(2)について 

(1) 問題の所在 

受任者が復受任者を選任した場合の委任者と復受任者との関係について、現行法は

固有の規定を置いていない。復代理人と本人との関係については、民法第１０７条第

２項が規定しており、同項のうち、復代理人が本人に対して代理人と同一の権利義務

を有するという部分は、代理に伴う内部関係に関するものであり、これは代理権の授

与を伴う復受任者と本人との関係に妥当する規律である（最判昭和５１年４月９日民
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集３０巻３号２０８頁）。 

しかし、内部関係と外部関係とは性質の異なる問題であることから、委任者と復受

任者との内部関係についての規定は、前述のとおり、代理の規定とは別に委任の箇所

に置くのが相当である。そこで、民法第１０７条第２項の規定のうち任意代理人が選

任した復代理人と本人との関係に関する部分は、委任の箇所において定めるべきであ

ると考えられる。 

(2) 改正の内容 

素案(2)は、民法第１０７条第２項の規律のうち任意代理人が選任した復代理人と本

人との内部関係に関する部分を委任の箇所において規定し、復受任者と委任者との間

の権利義務について明らかにするものである。 

権利義務の内容について、復受任者は、委任者に対して善良な管理者の注意をもっ

て委任事務を処理する義務を負う一方、直接費用の償還を請求し（民法第６５０条）、

報酬を請求する権利（同法第６４８条）を有すると解されている。 

なお、素案(2)の規律を設けることに伴い、民法第１０７条第２項を改める必要が生

ずると考えられる。まず、同項が「本人及び第三者に対して」としている部分につい

ては、「本人」のうち任意代理における本人に関しては委任の箇所に規律が設けられる

ことになるのでこれを除外する必要がある。他方で、同項は法定代理にも適用があり、

法定代理における本人に対する復代理人の権利義務は引き続き同項によって規定され

る。そこで、同項の「本人」が法定代理における本人のみを指すことを条文上明確に

することも検討課題となる。 

 

２ 報酬に関する規律 

(1) 報酬の支払時期（民法第６４８条第２項関係） 

報酬の支払時期に関し、民法第６４８条第２項に付け加えて、次のような

規律を設けるものとする。 

委任事務の処理による成果に対して報酬を支払うことを約したときは、報

酬は、その成果の引渡しと同時に、支払わなければならない。ただし、その

成果が引渡しを要しないときは、民法第６２４条第１項の規定を準用する。 

 

○中間試案第４１、４「報酬に関する規律」 

(2) 報酬の支払時期（民法第６４８条第２項関係） 

民法第６４８条第２項の規律に付け加えて、委任事務を処理したことによる成

果に対して報酬を支払うことを定めた場合には、目的物の引渡しを要するときは

引渡しと同時に、引渡しを要しないときは成果が完成した後に、これを請求する

ことができるものとする。 

 

（説明） 

１ 現行の規定及び問題の所在 

民法第６４８条第２項は、有償委任における報酬の支払時期について、特約がない限
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り委任事務を履行した後でなければ請求することができないと定めている。これは役務

提供型の他の契約にも見られる規律であり（例えば、雇用に関する同法第６２４条第１

項参照）、この規律自体については特に変更の必要性は見当たらない。 

民法第６４８条第２項は、委任の報酬が事務処理の労務に対して支払われるという原

則的な方式を念頭に置いたものであるが、実際にはそれ以外に、事務処理によって一定

の成果が達成されたときに、その成果に対して報酬が支払われるという方式もある。例

えば、弁護士に対する訴訟委任において、勝訴判決を得た場合には一定の成功報酬を支

払う旨の合意がされた場合や、契約の媒介を目的とする委任契約において、委任者と第

三者との間に契約が成立した場合には成功報酬を支払う旨の合意がされている場合など

である。このように、委任事務の処理による成果に対して報酬を支払うという方式は、

同条第２項及び第３項が想定している方式とは異なっており、報酬の支払時期について

の規律が欠けている。同条第２項及び第３項が任意規定であることからすれば、これら

の規定が直接妥当しない報酬支払の方式については、当事者の合意の解釈に委ねるとい

う考え方もあり得るが、事務処理による成果に対して報酬を支払うという方式も委任に

おいて類型的に多く見られるものであることからすれば、委任事務の処理が中途で不能

となった場合の報酬請求権の帰趨（後記(2)）を明確にするためにも、報酬の支払時期に

ついて規律を設けておく必要性があると考えられる。 

委任事務の処理による成果に対して報酬を支払う方式が採られた委任は、仕事の完成

義務を負わない点で請負契約とは異なるものの、事務処理を履行しただけでなく、成果

が生じてはじめて報酬を請求することができる点で請負に類似している。そこで、委任

においてこのような報酬の支払の方式が採られた場合の報酬の支払時期については、請

負の報酬の支払時期に関する民法第６３３条と同様の規律を置くべきである。 

２ 改正の内容 

素案は、委任事務の処理による成果に対して報酬を支払う方式を採った場合の報酬の

支払時期について、民法第６４８条第２項の規律に付け加え、請負に関する同法第６３

３条と同様の規律を設け、これを同法第６４８条第２項の規律に付け加えるものである。

具体的には、事務処理の成果が物の引渡しを要するときは引渡しと同時に、物の引渡し

を要しないときは成果が完成した後に、報酬を請求することができることとしている。 

なお、素案の規律はいずれも任意規定であり、当事者が異なる合意をした場合には合

意が優先することになると考えられる。すなわち、成果の完成前に報酬を支払うことを

当事者が合意していた場合には、委任者はその合意に従って報酬を先払いしなければな

らない。しかし、受任者は、成果が完成しなければ先払いされた報酬の給付を保持する

ことができず、成果が完成しなかった場合には、給付を保持することができる部分を除

き、受け取った報酬を不当利得として返還しなければならないことになる。保持するこ

とができる給付の範囲については、後記(2)の規律によって定められることになる。 

 

(2) 委任事務の全部又は一部の処理が不能となった場合の報酬請求権（民法第

６４８条第３項関係） 

民法第６４８条第３項の規律を次のように改めるものとする。 
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ア 委任事務の一部を処理することができなくなったときは、受任者は、既

にした履行の割合に応じて報酬を請求することができる。ただし、委任事

務を処理したことによる成果に対して報酬を支払うことを定めた場合には、

既にした委任事務の処理の成果が可分であり、かつ、その給付を受けるこ

とについて委任者が利益を有するときに限り、既にした委任事務の処理の

報酬を請求することができる。 

イ 委任事務の全部又は一部を処理することができなくなったことが契約の

趣旨に照らして委任者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受

任者は、報酬の請求をすることができる。この場合において、受任者は、

自己の債務を免れたことにより利益を得たときは、それを委任者に償還し

なければならない。 

 

○中間試案第４１、４「報酬に関する規律」 

(3) 委任事務の全部又は一部を処理することができなくなった場合の報酬請求権

（民法第６４８条第３項関係） 

ア 民法第６４８条第３項の規律を改め、委任事務の一部を処理することができ

なくなったときは、受任者は、既にした履行の割合に応じて報酬を請求するこ

とができるものとする。ただし、委任事務を処理したことによる成果に対して

報酬を支払うことを定めた場合は、次のいずれかに該当するときに限り、既に

した履行の割合に応じて報酬を請求することができるものとする。 

(ｱ) 既にした委任事務の処理の成果が可分であり、かつ、その給付を受けるこ

とについて委任者が利益を有するとき 

(ｲ) 受任者が委任事務の一部を処理することができなくなったことが、受任者

が成果を完成するために必要な行為を委任者がしなかったことによるもので

あるとき 

イ 受任者が委任事務の全部又は一部を処理することができなくなった場合であ

っても、それが契約の趣旨に照らして委任者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、受任者は、反対給付の請求をすることができるものとする。こ

の場合において、受任者は、自己の債務を免れたことにより利益を得たときは、

それを委任者に償還しなければならない。 

（注）上記ア(ｲ)については、規定を設けないという考え方がある。 

 

（説明） 

１ 素案アについて 

(1) 現行の規定及び問題の所在 

ア 民法第６４８条第３項は、委任が履行の中途で終了した場合の報酬請求権につい

て規定しており、委任の終了について受任者に帰責事由がない場合には、受任者が

その時までに履行した事務処理の割合に応じて報酬を請求することができるとして

いる。同項が受任者に割合的な報酬請求権を認めているのは、委任の報酬が一定の
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期間にわたる事務処理の労務に対して支払われるという方式を念頭に置いたもので

あり、このような方式においては、割合的な報酬請求を認めることがその性質に適

合すると考えられることによる。 

もっとも、民法第６４８条第３項は、受任者に帰責事由がある場合には割合的な

報酬の請求権を認めていない。これに対し、報酬支払の方式において委任と類似す

る雇用においては、明文の規定はないものの、労働者の帰責事由により契約が中途

で終了した場合であっても、既に労務に服した期間については、なお労働者は報酬

請求権を有しており、これは雇用契約が債務不履行により解除されても同様である

と解されている（同法第６３０条参照）。上記のとおり、委任と雇用が報酬支払の方

式において類似していることを考慮すれば、契約が中途で終了した場合における報

酬請求権の帰趨について、委任と雇用とで別異に解する合理的な理由は見当たらな

い。そこで、委任が中途で終了した場合には、受任者に帰責事由があるときであっ

ても、既に履行した事務処理に対する割合的な報酬請求権を認めるべきであると考

えられる。 

イ また、前述のとおり、委任の報酬支払は、一定期間の事務処理の労務に対して支

払われるという雇用に類似した方式だけではなく、事務処理による一定の成果に対

して支払われるという請負に類似した方式が採られることもある。そして、後者の

方式は割合的な報酬にはなじまない性質のものであることから、後者の方式が採ら

れている委任において、事務の全部又は一部の処理が不能となったときの報酬請求

権の帰趨についての規律を明らかにしておく必要があると考えられる。 

成果の完成に対して報酬が支払われる方式が採られた委任においては、受任者は

成果を完成しない限り報酬を全く請求することができないのが原則であると考えら

れる（請負に関する民法第６３２条参照）。もっとも、請負の場合と同様に、委任の

事務処理の進捗状況や、委任事務の処理が不能となった事由によっては、委任者が

全く報酬を請求することができないのは不合理であると考えられる。そして、この

場合における委任と請負が報酬支払の方式において類似していることを考慮すれば、

報酬請求権の帰趨について、請負と同様の規律を設けることが適切であると考えら

れる。 

(2) 改正の内容 

素案ア本文は、一定期間の事務処理に対して報酬が支払われる委任において、委任

事務の一部又は全部の処理が不能となったときは、既履行部分について割合的な報酬

請求権を有することを定めるものである。 

「委任事務の一部又は全部の処理が不能となったとき」には、委任事務の処理に着

手して一部を履行したが、その後当事者双方の責めに帰することのできない事由によ

って委任事務の処理が不可能になった場合のほか、委任者又は受任者の責めに帰すべ

き事由によって、当初予定されていた委任事務を処理することが不可能となった場合

や、委任契約の中途で当事者の一方が契約を解除したために契約が終了した場合が含

まれる。 

素案アただし書は、事務処理の成果に対して報酬が支払われる委任において、成果
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を完成させることができなかった場合に、既履行部分について報酬を請求することが

できるための要件を定めたものである。その具体的な内容は、請負に関する前記第１、

１(1)と同様であるので、その（説明）部分をご覧いただきたい。もっとも、請負に関

する前記第１、１(1)と異なり、報酬の中に含まれていない費用については、素案アに

よって請求することができる範囲には含まれていない。これは、委任事務処理に要す

る費用の負担については、民法第６４９条及び第６５０条が設けられており、費用の

請求の可否は、これらの規定の解釈適用に委ねられるためである。 

なお、中間試案においては、受任者が委任事務の一部を処理することができなくな

ったことが、受任者が成果を完成するために必要な行為を委任者がしなかったことに

よるものであるときには、受任者は履行割合に応じて報酬を請求することができると

いう考え方が示されていたが（中間試案第４１、４(3)ア(ｲ)）、請負に関する議論と同

様に、この考え方に対する批判がある。加えて、委任については、特に具体的な適用

場面が想定しにくく、請負以上にこのような規定を設ける必要性が乏しいという指摘

もある。そこで、この考え方については取り上げないこととした。 

２ 素案イについて 

(1) 現行の規定及び問題の所在 

委任事務の全部又は一部の処理が不能となったことが委任者の責めに帰すべき事由

による場合については、民法第５３６条第２項が適用され、受任者は、報酬全額を請

求することができると理解されている。もっとも、委任においては、一定期間の事務

処理の労務に対して報酬が支払われる場合については事務処理を履行しない限り、ま

た、事務処理による一定の成果に対して報酬が支払われる場合については成果が完成

しない限り、具体的な報酬は発生していないのが原則であるから、請負における議論

と同様に、委任が中途で終了した場合についても、危険負担に関する規律である民法

第５３６条第２項が発生していない報酬請求権を発生させる根拠になり得るかについ

ては疑問がある。そこで、委任についても、実質的に同項の趣旨を維持しつつ、同項

とは別に、報酬請求権の発生根拠となる規定を設ける必要があると考えられる。 

(2) 改正の内容 

素案イは、受任者が委任事務の全部又は一部を処理することができなくなった場合

に、それが委任者の帰責事由によるものであるときは、受任者は民法第５３６条第２

項に基づいて報酬を請求することができるという従来の理解を前提に、委任に関して

同項の規律を維持するものである。この規律は、委任の報酬が一定期間の事務処理に

対応する履行割合に応じて支払われる方式と、委任事務処理の成果に対して支払われ

る方式の、いずれの場合についても適用される。 

 

３ 委任契約の任意解除権（民法第６５１条関係） 

民法第６５１条第２項の規律を次のように改めるものとする。 

民法第６５１条第１項の規定による委任の解除が次に掲げるいずれかの場合

に該当するときは、その解除をした者は、相手方の損害を賠償しなければなら

ない。ただし、やむを得ない事由があったときは、この限りでない。 
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ア 当事者の一方が相手方に不利な時期に委任の解除をしたとき。 

イ 委任が受任者の利益をも目的とするものである場合（専ら報酬を得ること

によるものである場合を除く。）において、委任者が委任の解除をしたとき。 

 

○中間試案第４１、５(1)「委任契約の任意解除権（民法第６５１条関係）」 

民法第６５１条の規律を維持した上で、次のように付け加えるものとする。 

委任が受任者の利益をも目的とするものである場合（その利益が専ら報酬を得る

ことによるものである場合を除く。）において、委任者が同条第１項による委任の解

除をしたときは、委任者は、受任者の損害を賠償しなければならないものとする。

ただし、やむを得ない事由があったときはこの限りでないものとする。 

 

（説明） 

１ 現行の規定及び問題の所在 

(1) 民法第６５１条は、委任者及び受任者のいずれからでも自由に委任を解除すること

ができるとし（同条第１項）、相手方にとって不利な時期に解除したときは損害賠償を

しなければならないが、やむを得ない事由があるときは損害賠償も不要であるとして

いる（同条第２項）。これは、委任が当事者双方の信頼関係を基礎とする契約であり、

信頼関係がなくなった当事者間において委任を継続させることは無意味であるとの考

慮に基づくものと理解されている。 

判例は、「受任者の利益をも目的とする委任」については、原則として民法第６５１

条による解除はできないとしていた（大判大正９年４月２４日民録２６輯５６２頁）。

しかし、その後、「受任者の利益をも目的とする委任」であっても、やむを得ない事由

がある場合には解除することができ（最判昭和４０年１２月１７日裁判集民事８１号

５６１頁）、さらに、「受任者の利益をも目的とする委任」において、やむを得ない事

由がない場合であっても、委任者が解除権自体を放棄したものとは解されない事情が

あるときは、同条により解除することができ、受任者がこれによって受ける不利益に

ついては、委任者から損害の賠償を受けることによって填補されれば足りるとしてい

る（最判昭和５６年１月１９日民集３５巻１号１頁）。さらに、判例は、委任が「受任

者の利益をも目的とする」場合の解釈について、委任が有償であるというだけでは受

任者の利益をも目的とするとは言えないとしている（最判昭和５８年９月２０日集民

１３９号５４９頁）。そうすると、受任者の利益をも目的とする委任とは、受任者がそ

の委任によって報酬以外の利益を得る場合であるといえる。 

上記の判例法理を総合すると、受任者の利益をも目的とする委任については、やむ

を得ない事由がなく、かつ、委任者が民法第６５１条の解除権を放棄したものとは解

されない事情もない場合には、委任者の任意解除が認められないとも解釈し得る。し

かし、そもそも受任者の利益をも目的とする委任において委任者からの解除を制限す

べきものとする根拠は、このような委任においては、受任者の利益を保護する必要性

が高い点にあると考えられる。ここでの受任者の利益は、必ずしも任意解除を否定し

て委任契約を存続させることにより保護すべき必要性はなく、解除によって生じた損
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害を金銭的に填補すれば足りると考えられる。したがって、受任者の利益をも目的と

する委任において、やむを得ない事由がなく、かつ、委任者が同条の解除権を放棄し

たものとは解されない事情もない場合であっても、解除自体は認めた上で、受任者に

生ずる不利益については損害賠償によって填補すればよいと考えられる。 

(2) 上記のとおり、判例は、委任が受任者の利益をも目的とする場合であっても、やむ

を得ない事情がある場合には委任を解除することができるとしている（上記昭和４０

年最判、最判昭和４３年９月２０日判例時報５３６号５１頁）。そして、民法第６５１

条第２項が、相手方にとって不利な時期に解除する場合であっても、やむを得ない事

由があったときは損害賠償義務を免除していることからすれば、受任者の利益をも目

的とする委任を解除する場合についても、やむを得ない事由があったときは委任者の

損害賠償義務を免除すべきであると考えられる。 

(3) 以上を総合すると、受任者の利益をも目的とする委任についても、委任者及び受任

者は自由に解除することができるが、委任者が解除した場合には、やむを得ない事由

があるときを除き、委任者は受任者に生じた損害を賠償する義務を負うものとすべき

である。もっとも、民法第６５１条の文言からは、相手方に不利な時期に解除した場

合の損害賠償義務（同条第２項）しか読み取ることができず、上記の規律を読み取る

ことは困難である。そこで、上記の規律を明文化する必要性があると考えられる。 

２ 改正の内容 

素案アは、当事者の一方が相手方に不利な時期に委任の解除をした場合について、民

法第６５１条第２項の規律を維持するものである。 

素案イは、当事者双方が委任を解除することができる（民法第６５１条第１項）こと

を前提に、受任者の利益をも目的とする委任を委任者が解除した場合について、受任者

の利益を保護するために、委任者に対して損害賠償義務を課すとともに、やむを得ない

事由がある場合においては損害賠償義務を免除することとしている。 

「受任者の利益をも目的とする」委任の例として、例えば、債務者が第三者に対して

有する債権について、債権者が債務者から回収の委託を受け、回収した金額を債権者の

債務者に対する債権の弁済に充てることによって債権の回収を確実にするという利益を

得る場合が挙げられる。判例は、少なくとも委任が有償であることのみでは「受任者の

利益をも目的とする」委任には該当しないとしており（最判昭和５８年９月２０日集民

１３９号５４９頁等）、単に「受任者の利益をも目的とする」との表現を用いたのでは、

報酬を得ることも受任者の利益に該当するとの誤解を生ずるおそれがある。そこで、括

弧書きにより、報酬を得るという利益のみでは「受任者の利益」に該当しないことを明

らかにしている。 

「受任者の利益」の具体的な内容について、学説には、委任事務の処理と直接関係の

ある利益をいうとするものもあるが、「受任者の利益」という基準は判例法理において用

いられており、これに基づいて実務が運用されていることなどから、素案ではこの基準

をそのまま維持している。 

この規律による損害賠償の具体的な内容は、委任契約が解除されなければ受任者が得

たと認められる利益から、受任者が債務を免れることによって得た利益を控除したもの



18

になると考えられる。これに対し、アの解除に該当する場合の損害賠償（民法第６５１

条第２項による損害賠償）は、解除の時期が不当であることに起因する損害のみを指す

と解され、素案イの場合とは損害の範囲が異なると考えられる。 

 

【取り上げなかった論点】 

○中間試案４１、２「受任者の金銭の消費についての責任（民法第６４７条関係）」 

中間試案においては、受任者が委任者に引き渡すべき金額又は委任者の利益のために用

いるべき金額を消費した場合の責任について定める民法第６４７条を削除し、債務不履行

の一般原則によって受任者が賠償すべき損害を決するという提案がされていた。しかし、

パブリック・コメントの手続に寄せられた意見では、同法第６４７条には金銭を消費した

受任者の善意・悪意や故意・過失の有無を問わず、消費した日以後の法定利息と利息超過

損害を請求することができるというメリットがあるとして、同条の特則としての意義を評

価する意見も少なくない。 

上記の意見などを踏まえ、この論点については取り上げないこととし、民法第６４７条

の規定を維持することとした。 

 

○中間試案第４１、４(1)「無償性の原則の見直し（民法第６４８条第１項関係）」 

現代社会においては有償の委任が圧倒的に多く、委任の無償性の原則を定めた民法第６

４８条第１項は今日の取引の実態に必ずしも適合していないことから、中間試案におい

て、同項を削除するという提案がされていた。もっとも、パブリック・コメントの手続に

寄せられた意見の中には、委任契約は有償と無償の双方の場合を含むものであり、報酬を

請求するためには受任者の側で有償の特約及び報酬額の合意を主張立証しなければなら

ないことは同項を削除しても変わらないため、同項を削除することの意義は乏しいとの指

摘があった。 

上記の指摘などを踏まえ、この論点については取り上げないこととし、民法第６４８条

第１項の規定を維持することとした。 

 

○中間試案第４１、５(2)「破産手続開始による委任の終了（民法第６５３条第２号関係）」

中間試案においては、委任者又は受任者が破産手続開始の決定を受けた場合に委任が当

然に終了するという民法第６５３条第２号の規律を改め、有償の委任においては、請負に

関する同法第６４２条と同様に、受任者又は破産管財人が委任を解除することができると

することを提案していた。もっとも、パブリック・コメントの手続に寄せられた意見等に

よれば、当然終了という構成でも不都合はなく、むしろ、破産管財人がその就任後直ちに

委任契約の存在を把握することが困難な場合もあることからすれば、破産財団の管理とい

う観点からは当然終了という構成の方が優れており、同法第６５３条第２号の規律を維持

すべきであるとの意見が少なくなかった。 

上記の意見などを踏まえ、この論点については取り上げないこととし、民法第６５３条

第２号の規律を維持することとした。 

 




